















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































242 総合都市研究第5号 1995 
ターラインまでしか掃かない。それから両側は隣
との境界線まできっちりと掃く。あとはその外側
にごみがあっても掃かない。これ、大阪だったら
親切に掃いてあげると思うんです。頑張ったら向
こうまで掃いてあげる。ある日、余り不思議だっ
たので、どうしてかと聞いたら、「みんなちゃんと
掃いたら、それできれいになる。」とおばあさんが
言うんですね。そのとおりなんです。余計なこと
をしなくとも 1人1人がきちんと自分の務めを果
たせば町はよくなる。そういった洗練されたライ
フスタイルを住んできた人が都市の文化として
ずっと伝えてきたということは、これは決して単
なる環境維持だけではなくて、都市に住むという
ことの非常に重要な要素ではなL、かという気がし
ます。
しかし今、京都ではその建前どおりL、かず、な
かなか京都に住めないという事態が起こっており
ます。現在、京都に40近くある大学が大学センタ
とーL、う共同組織をつくり、単位互換制やいろん
な共同プロジェクトなど一緒の事業をやろうとい
うようなことをやっていますが、そのための調査
の一環として、大学の先生たちが一体どこに住ん
でいるのかという調査をやったことがあります。
そうすると、非常に興味深い結果が出ました。ま
ず名誉教授クラスですが、しかし最近の名誉教授
ではなくて、もうちょっと前の湯川秀樹とか桑原
武夫とかそのクラスの名誉教授は御所の近くや鴨
川沿いとか、そういう京都の第一級のところに住
んでいました。その次の世代の名誉教授たちは、
これは衣笠とか北白川とか下鴨とか、これもなか
なかいい高級住宅地に住んでおります。
それから現役の教授層、これは主に京都市内の
縁辺部に立地しています。夜、も辛うじて伏見区と
いう京都の端っこに住んでいるわけですが、その
他の方は西京区とか、左京の山の中とか、大体そ
うL、う僻地におります。それでは助教授層はどう
かというと、これはもう残念ながら京都市内には
住めない。衛星都市の宇治市はまだいいほうで、
最近ではもっぱら隣の滋賀県に流出しておりま
す。最後に助手たちはどこか。これは大学の近く
の木賃アパートに住んでいるわけであります。そ
ういう非常に明快な階層別による居住立地傾向が
出てきており、きちんとまじめに生活している人
が京都に住めないというような状況が起こってい
るわけです。それでもいろいろな人が京都にしが
みついて、いいライフスタイルを守っていく人が
結構いるということは、京都の魅力の一つの要因
になっているかと思います。
(2) 豊かな生活とは何か
以上が、関西の三都物語のあらましですが、こ
ういった状況がこのまま続いていくというのは決
してよくないと思いますし、最近は関西財界も大
阪の都市には品格がない、人で言えば人絡、都市
で言えば都市格がない、どうやったら豊かな生活
を実現できるような住環境を戻せるのか、こう
L 、った議論を始めました。
私は、戦後の高度成長期、それから最近のパフe
ル経済期をくぐり抜けて、日本の国民とりわけ大
都市の住民は大変大きな教訓を学んだと思いま
す。本当に豊かな生活とは一体何なのかというこ
とを2度の大きな歴史的な経験の中で考えたと，思
います。その中で、豊かな生活いわゆるクオリ
ティー・オブ・ライフを実現していく上で、アメ
ニティに富んだ住環境が不可欠な要素なんだとい
うことを実感したと思います。
私たちの生活というのは、企業や職場だけに属
しているのではなく、家族の一員であり、近隣や
地域社会の一員であり、さらに学習、趣味、レク
リエーションとかいったさまざまな同好会組織の
ネットワークの中で成立しています。ですから、
そういった職場と家族と地域とさまざまなアソシ
エーション組織のネットワークの中で、多面的な
生活を調和を持って営んでいけるようなライフス
タイルこそが、本当の意味で豊かさを実感できる
生活ではなL、かと思うわけです。
しかしながら今は、新聞でもよく言われていま
すように、私たちは平日はセブンーイレブンの生
活、休日はごろ寝、近所つき合いはゼロ、それか
ら親兄弟とのコミュニケーションは盆と正月しか
やらない。こういった非常に疎外された生活を
送っているわけであります。実は、そういった非
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常に企業社会に特徴的なライフスタイルとその入
れ物としての都市空聞が、多分戦後の高度成長期
に形成された郊外団地であり、またその背後で生
じていた既成市街地における住環境の荒廃ではな
かったのかと思います。
これをいわゆる職場と住居の関係を通して考え
ますと、戦前あるいは前近代の時代においては、
自分たちの仕事というものと住まうということは
相対的に独立していませんでした。また戦後にお
いても、それほど意識されたわけではない。私自
身も学生時代に大阪の呉服問屋の住み込み庖員の
調査や、それから医学部の先生と一緒に西陣の織
物職人の生活の調査をやったことがありますが、
この人たちの生活というのはもう全く職住一体
で、生活そのものの存在価値というのはほとんど
認められていませんでした。西陣では織りに湿気
がないと糸が切れるというので、土聞をそのまま
にして絶えず湿気が上がるようにしながら女の人
たちが機を織っていました。だから女の人たちの
健康障害というのは大変なものだったわけです。
これはテレビが入りかけたころの話なんです
が、西陣の子供たちの調査をしたとき、医学部の
先生が発見したんですけれども、とにかくものす
ごく近視が多い。初めはどういうことかわからな
かったんですけれども、そのうちわかったのは、
機械が手機から力織機にかわり、それが非常に大
きな音をたてる。大きい音をたてるからテレビが
聞こえない。聞こえないからすぐ近くでテレビを
見る。そのうちに近視になる。仕事と家庭生活が
分離されていないということによって、大変大き
な矛盾がありました。
そういう意味で、職住が混在している住宅や市
街地を整理をして、郊外に快適な住宅地をつくる
ということは大変な進歩だったと思いますし、い
わゆる併用住宅を専用住宅という形に洗練された
ということも大きな進歩でした。しかしそれが同
時に、非常に企業社会的な生活様式と民間ディベ
ロッパーの開発戦略と結びついて進行したがため
に、郊外団地開発は極限まで遠隔化し、男どもは
すべて会社のために自分たちのエネルギーを使い
果し、女たちはやっとそれのアフターケアをする
というライフスタイルが今まで続いてきたのでは
ないでしょうか。
しかし今は女性たちは、やはり自分で仕事を
持って自立をしたい、男と同じように働きたいと
いうそういう非常に5齢、希望を持っています。郊
外の団地で夫の帰りだけを待つような専業主婦の
生活に入るのを潔しとしないという、非常にはっ
きりした意見を持っています。そういうことにな
ってくると、既成市街地ではどんどん住環境を壊
すような形の開発プロジェクトが行われ、郊外で
は男女共生社会がとても成り立ち得ないような職
住の隔離、職住疎外がどんどん拡大していくよう
な都市構造というのは、非常にまずいのではない
か。こういうものにやはりストップをかけてどこ
かで都市計画のコンセプトを変えないと、これは
もう大変なことになるのではなL、かという気がい
たします。
(3) 都市計画コンセプトの転換
時間もありませんので、少しまとめに入りたい
と思うんですけれども、私はやはりこの20世紀か
ら21世紀にかけて、男女の性別分業を前提として、
しかも企業中心社会を前提とした、いわば社宅的
な生活様式とその入れ物としての社宅的な都市空
間を抜本的に再編成していく必要がある、つまり
職住関係の再編成を大都市圏においてやってL、か
なきゃいけないというのがこれからの都市計画の
第一の課題だと思います。既成の市街地には、や
はりもっと住宅を供給して新たな職住近接の構造
をつくらなければならないし、また郊外には、む
しろ職場の計爾的な進出ということを促進しなけ
ればならないと思います。もちろん、その再編成
がまた再び野放図な郊外のスプロール開発につな
がっていくような形ではないことが前提です。
第二の課題は、このことと関連して、日本の都
市計画とりわけ戦後の都市計画に刻印された成長
至上主義、成長パラダイムを方向転換させなけれ
ばなりません。戦後都市計画にとっては、経済成
長それも高度成長と人口増加がその計画の大前提
になっており、その空間的な反映として都市を拡
張していくこと、つまり都市域を拡大しDIDの
244 総合都市研究第5号 1995
面積を広げていくことが目的視されてきました。
たまたまそれが高度成長時代を通して本当に絵を
描くような形で成功したので、これまでなかなか
発想の転換ができなかったのですが、しかし昨今
の情勢を考えてみますと、その成長パラダイムが
いろんなところで限界にぶつかっていることが
はっきりします。経済成長にしても、先ほど下山
先生がおっしゃいましたように資源面、あるいは
環境面の制約というのが非常に大きくなってき
て、今までのようなスピードと規模で成長を続け
ていくのが大変に難しい。また日本の経済成長が
南北問題を激化させるとか、あるいは先進国の問
でのさまざまな貿易摩擦を激化させるとかの事情
も加わってきて、今までのような高度成長という
ものを期待できない。むしろ最近ではゼロ成長で
いいではないかというような人も出てきていま
す。そして十分ある経済力をむしろ適切にコント
ロールしていくという考え方、いわゆる成長管理
の考え方というのがだんだん有力になってきてい
ます。
それから二番目の人口増加の点についても、こ
れは非常に劇的な変化が起こっています。現在、
全国平均で1人の女性が一生涯に産む子供の数が
1.5人です。人口を維持していくためには 2.1人が
必要ですから、 10人の女性が21人の子供を産むと
いうのが人口を維持していく基準なんです。しか
し10人の女性が21人の子供を産むというのは、実
はこれは大変なことです。例えば10人のうち 1人
ぐらい結婚しない人がいるでしょう。しない自由
もありますから。それから結婚しても子供を産ま
ない人もいるし、産まれない人もいるかもしれな
い。そうすると残りの 7~8人の人が21人の子供
を産むことになり、平均3人近い子供を産まな
きゃいけない。しかし私どもの同僚、あるいは後
輩たちを含めて、その経済力からすれば3人の子
供というのは極めて難しい。そういうことになる
と、とてもじゃないけれども平均 2.1人というよ
うなことは考えられないわけです。東京都はすで
に平均で1.2人を割っていますし、東京都の特別
区部だけですと 1人を割っています。要するに 1
組の夫婦が1人っ子しか産まないような時代にな
っている。こういう状況の中では、人口の成長ノf
ラダイムというのはおよそ通じっこないというこ
とです。
また、空間拡張主義や都市拡張主義にしても、
従来は経済成長が前提になっていたので土地神話
というものができ上ってきたのですが、今回、劇
的にそれが崩壊しました。そういういろんな点か
ら考えて、日本の戦後の都市計画を規定してきた
成長至上主義型の政治、経済、社会的な前提条件
が大きく崩れている中で、先ほどいったような職
住関係の再編成をやって住みやすい都市をつくっ
ていかなければならない。そんな課題に私たちは
直面しているんだろうと思います。
そこで、以上のことを前提としながら、それで
は具体的にどうするのかということですが、私は
第三の課題として、これは絶対住民参加でやると
いう原則を確立しなければならないと思います。
これは単なる建前ではなく、住環境整備は住民参
加でやらなきゃいけないということには非常に
はっきりした理由があります。なぜかというと、
日本の都市計画の体質である中央集権的システム
がもういろんな意味で限界に来ているからです。
もともと中央集権制というのは、一般大衆の教育
水準が非常に低い、文化水準が低いという社会の
中で、一塊りのエリートが指導性を発揮するには
非常に効率のいいシステムでした。しかし日本の
ように大学の進学率が40%を超えている国で、そ
してほとんどの国民が高等学校の教育まで受けて
いる国では、その人たちの知恵や意見というもの
を反映しにくい中央集権体制というのは全くふさ
わしくないシステムです。だから、これは歴史的
に葬られる以外に道はありません。例え結果は同
じでも現在はそのプロセスに自分は参加したの
か、発言したのか、あるいはその意見はどうなっ
たのかということをはっきり確かめないと絶対満
足できないという社会になってきています。
それからもうひとつの側面として、中央集権的
な体制というのは、非常に画一的な大量生産シス
テムに向いていた体制だと思うんです。団地住宅
は随分いろいろ工夫はされているんですが、基本
的には設計を標準化、マニュアル化し、そこでか
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なり集中的に技術開発をやり、そして一定の質の
ものをつくり上げて設計図面を全国に流し、大量
に建てるというシステムになっています。そうい
う意味で一定の質のものを大量にかっ緊急に供給
することが求められた時代においては、非常にす
ぐれたシステムだったと思います。しかし今、あ
あいう豆腐を切ったような、マッチ箱を並べたよ
うな住宅に入るのは嫌だ。プランは自分で決めた
いというような人たちがたくさん出てきていま
す。自己実現だとかあるいは自分のアイデンティ
ティーを確かめたいとか、そういった非常に個別
的なニーズに対しては、画一的な大量生産システ
ムというのは向かない。これは住宅供給もしかり、
都市計画もそうであります。言ってみれば非常に
フレキシプルで、多様で個別化したニーズにこた
えていくためには、最終的にはDIY方針で自分
でやらざるを得ない。あるいはそれを技術的にサ
ポートするようなシステムをつくっていかなけれ
ばならない。そうでなければ受け入れられないと
いう時代になってきている。これを住環境整備と
いうことに当てはめて考えれば、住民参加という
ことは絶対欠くことができない要件になってきて
いるといえるわけです。
さらにこれからの住環境整備において住民参加
が必要になってくる理由として、都市計画の中心
が既成市街地の再整備や更新に移っていくという
ことがあげられます。既につくられた町をどのよ
うに整備していくのかとなると、そこに人が住み
生活している、商売をしている、働いている、老
後を過ごしているという実態を直視しないわけに
はL、かない。そうなると、これは野山に団地を新
しくつくるときのようにキャンパスにぱっとマ
ジックで線を引いて、よし、ここに道路つくろう
なんて衡単なことはできない。 1軒、 1軒の土地
建物の権利関係はもとより、その人たちの家族構
成、その人たちの意見というものをしっかりと積
み上げてやってL、かざるを得ない。これはL、かな
るファシスト体制においても、否定できないわけ
であります。住民参加というものを基調にしてつ
くらなければ絶対できないのです。しかし、そこ
のところが我が国の今回の都市計画法の改正にお
いてもまだまだ不十分なのはきわめて残念です
が、これはそう長い間、今のような体制は続かな
いということを私自身は確信しております。
それから第四の課題として、ハード中心主義
だった従来の都市計画をソフトな内容を組みこん
だものに変えていくことがあります。都市計画の
専門家たちの出身の職業を調べてみると、圧倒的
に土木建築、それから部分的に造園といったよう
なフィジカルプランニングの系譜に速なる人たち
が非常に多いのです。これは日本の都市計画が
フィジカルプランニングをもって都市計画とする
というような考え方を反映しており、その背後に
日本の公共投資が国際的に見ても非常に大きく、
しかもその中でとりわけ建設投資が非常に高いと
いう状況があります。 GNPの中で日本の建設投
資が占めている割合は、 1980年代の後半で日本は
18%にも達していますが、先進諸国を見ると、ド
イツが10%、アメリカが8%、イギリスが5%で
す。これは経済社会構造が先進国になればなるほ
ど土木建築だけにお金を使うんじゃなくて、研究
開発、福祉、文化、教育といったソフトな面にお
金が要ることを示しています。ところが日本は依
然として土建国家そのものですから、ゼネコン汚
職が繰り返し発生するような体質がなかなかなく
ならないわけです。しかしこれからの住環境整備
は、むしろ次のようなソフト面のプログラムを組
み込んだような住環境整備でないとだめだろうと
思います。
例えば今までは、団地はハード部分だけを供給
してきました。中身の生活のためのソフトは、全
部住民が自分たちでつくってきたわけです。自治
会をつくり、保育所をつくる運動をやり、そして
緑を守るという形で住民たちがソフトをつくっ
て、その容れものだけのハードな住環境を人間的
な生活システムに変えてきた。ところがこれから
は、住民の基本的な生活様式が非常に変わると思
います。今、日本の人口構造が劇的な変化をして
いるのと同時に、家族世帯構造が非常に大きく変
わりつつあります。いわゆるシングルといわれる
ひとり暮らし世帯が激増していますし、ワンペア
レントファミリーもものすごくふえている。
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そういう中で、これまでのように自力でソフト
のプログラムをつくるだけの力を持った人たちが
だんだん少なくなってきて、それに対して何らか
の社会的な支援、居住支援をしないと、その人た
ちの生活が成り立ってL、かないような形に人口構
造が変わってL、く。そうなると、土建的な都市計
画、あるいはハード中心の住環境整備だけでは非
常に不十分であります。だから子育てに対する支
援プログラムを持った住環境整備であるとか、あ
るいは老人介護や老人が地域社会に参加できるよ
うなソフトなプログラムを持った住環境整備です
とか、そういったものが必要になってくる。しか
もこういったソフトなプログラムというのは、何
か上からマニュアルをつくって、さあやれという
ような形では絶対できっこない。やはり下からの
ボランティアを含むような、あるいは日常生活の
ライフスタイルの中で、そういったものが自然に
熟成されてくるような形の仕組み、仕掛けという
ものを用意する必要がある、そんなふうに考えて
おります。
以上、大変限られた時間でございましたですけ
れども、私の経験をもとに、ったない話をいたし
ました。熱心に聞いていただいてどうもありがと
うございました。(拍手)
